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 内航海運代替建造対策検討会 

１ 会議の趣旨と主な論点 内航海運代替建造対策検討会委員名簿１．会議の趣旨と主な論点 
 
 内航海運は、我が国経済活動にとって必要不可欠であるとともに、環境
に優しく効率的な輸送機関であるが、近年、国内産業構造の変化や世界経
済のグローバル化の加速などを受け、産業基礎物資を中心として輸送量

内航海運代替建造対策検討会委員名簿

岩崎 貞二 （独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構理事長代理 

上野  孝  日本内航海運組合総連合会会長 

梅原 尚人 日本鉄鋼連盟物流政策委員会委員長
が低迷する中で、更なる輸送効率化への対応を求められるなど、その経営
を巡る環境は大変厳しくなってきている。 
 
 こうした中、内航海運を支える船舶の老朽化が急速に進んでおり、今後も
安定的な輸送量を供給し続けるためには代替建造の促進が喫緊の課題と

梅原 尚人 日本鉄鋼連盟物流政策委員会委員長

大上二三雄 ｴﾑ・ｱｲ・ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ（株）代表取締役社長 

小比加恒久 全国海運組合連合会会長 

樫谷 隆夫 公認会計士・税理士 安定的な輸送量を供給し続けるためには代替建造の促進が喫緊の課題と
なっている。 
 
 加えて、行政刷新会議において、暫定措置事業の早期解消の必要性が
指摘されたところであり、そのためには内航海運事業者の競争力を強化し、
代替建造を促進することが必要である

栗林 宏吉 内航大型船輸送海運組合会長 

竹内 健蔵 東京女子大学現代教養学部教授  （座長） 

田中 千洋 （株）商工組合中央金庫取締役常務執行役員 
代替建造を促進することが必要である。 
 
 このため、検討会を設置し、①内航海運業の現状と内航海運が目指すべ
き中長期的な方向性について、②代替建造を加速させるための具体的方
策について等の論点について議論し、具体的な取組みの方向性を取りまと
める とと た た

中谷 敏義 （社）日本中小型造船工業会副会長 

保坂 賢二 石油連盟運輸委員会委員長 

山本 耕三 （株）日本政策金融公庫特別参与 

（オブザ バ ）めることといたしたい。
  

２．今後の進め方 
 年度内に５回程度会議を開催し、大枠の方向性について 

（オブザーバー）

柳川 範之  東京大学大学院経済学研究科准教授 

規制改

（参考） 規制・制度改革に係る対処方針（抄）平成２２年６月１８日(閣議決定) 

とりまとめを行う。

 １１月１５日開催  第１回会議 総論 

 １２月１７日開催  第２回会議 意見発表 

１月２８日開催 第３回会議 意見発表 論点整理①

規制改
革事項 ②内航海運暫定措置事業の廃止 
対処 
方針 

・国土交通省において、日本内航海運組合総連合会と協議の
上、毎年度、内航海運暫定措置事業の解消までの資金管理
計画を作成・公表する。＜平成22年度開始＞ 

  １月２８日開催  第３回会議 意見発表、論点整理①

  ２月１６日開催  第４回会議 論点整理② 

  ３月１５日開催  第５回会議 大枠の方向性のとりまとめ 

・また、船舶の新規参入・代替建造の障害を取り除くべく、
当該事業の早期解消に向けた方策について検討し、結論を
得る。＜平成22年度検討・結論＞ 

１ 



内航海運における代替建造促進に向けた施策の方向性（案） 

内航海運の位置付け 
・我が国は、諸外国と比較して海上輸送が発達している「海洋先進国」

 
将来の見通し 
将来輸送量 船腹量推計を行 たと ろ

我が国は、諸外国と比較して海上輸送が発達している「海洋先進国」 
・輸送需要は将来も一定規模で維持 
・内航海運は、環境適応型の輸送サービス 
内航海運の抱える問題 
・産業基礎物資を中心として輸送量が低迷

・将来輸送量・船腹量推計を行ったところ、平
成27年における輸送量（対平成22年度比）
は上位ケースで▲１％、下位ケースで
▲10％、船腹量は上位ケースで▲９％、下
位ケ ▲

産業基礎物資を中心として輸送量が低迷
・船舶の老朽化が急速に進んでいる 

競争力の強化

位ケースで▲18％。
 

新たな需要構造環境適応型産業 展開

代替建造促進に向けた４つの視点 

 
 

競争力の強化 
課題１－１ 
オーナーの競争力強化に向けた取組み 

新たな需要構造 
への対応 

課題３ 
海外等新たな

環境適応型産業への展開

課題２ 
選択される環境産業への脱皮 内航海運の活性化のためには、頑張るオーナーを支援し、一杯

 
 
 
 

 

海外等新たな 
需要開拓について  

 
 

内航海運は、環境負荷が陸上輸送に比べて低
いという特性を持っており、今後、経済活動の中
で地球温暖化問題へ対応する必要性が増して
いくという状況を追い風とし 環境産業として荷

課題１－２ 

船主が多数を占めるという零細性を克服していく必要がある。
（グループ化の促進、老齢船の代替建造促進、規制緩和に向け
た取組み） 

過去の輸送動向や将来輸
送推計を見ると、内航海運
の国内輸送需要そのもの

 
 
 

 
 
 

いくという状況を追い風とし、環境産業として荷
主に選択されるよう、積極的な取組を進め、輸
送量を増加させていく必要がある。（船舶の環境
性能向上に向けた取組み、モーダルシフト促進
に向けた取組み） 

内航船のイノベーション推進に向けた取組み 

内航船舶建造の減少に伴い、国内中小造船業の建造能力も減
少。産業基盤が崩壊し、内航船の技術的イノベーションが進まな
くなるおそれ。（内航船造船業の産業基盤強化、内航海運の競
争力強化に資する技術の開発 普及）

の国内輸送需要そのもの
は産業基礎物資を中心に
一貫して減少していく傾向
にあり、内航海運として、船
腹量の需給バランスを確
保しつつ、こうした新たな需

 
 

暫定措置事業のあり方 

課題４ 
今後の暫定措置事業のあり方に いて

争力強化に資する技術の開発・普及） 保しつつ、こうした新たな需
要構造の変化に対応して
いく必要がある。（新たな輸
送需要の開拓、海外等物
流が成長している分野の
需要の取り込み、事業再

平成28年度以降は、解撤等交付金の対象船舶の消滅により同交付金

が廃止されるが、建造等納付金自体は収支相償うまで続くことになっ
ており これを前提に今後の暫定措置事業のあり方を考えていく必要 今後の暫定措置事業のあり方について

これらの施策により代替建造を促進し、暫定措置事業の早期解消を図る 

需要の取り込み、事業再
生手法の検討） ており、これを前提に今後の暫定措置事業のあり方を考えていく必要

がある。 

２ 



内航海運代替建造対策検討会について 
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内航海運は、輸送量が約1879億トンキロで、国内物流の約３分の１、 

 内航海運の概要 

鉄鋼、石油、セメント等産業基礎物資の約８割の輸送を担う重要な物流産業 

セメント 金属(鉄鋼等) 石油製品 

内 航 

33.7% 

鉄 道 

4.0% 

航 空 

0.2% 

主要品目の内航輸送分担率主要品目の内航輸送分担率  
（トンキロベース）（トンキロベース）  
（平成２０年度）（平成２０年度）  

自動車 35.5％ 

内航 

自動車 10. 9％ 

内航

自動車 15.7％ 

内航 

自動車 

62.1% 

（平成 年度）（平成 年度）
64.5％  89.1％ 84.3％

国土交通省資料より作成 

モーダルシフト  
輸

 内航海運事業者（平成２２年４月１日現在） 

 
 

CO2排出量原単位（１トンの貨物を１km輸送した時に排出するCO2の
量）を比較すると、トラックに比べて内航海運は約４分の１ 

 
 
 

○ 全事業者数： ３，９４０事業者 

○ 全体の９９．５％が中小企業 輸送機関別のＣＯ２排出原単位（２００８年度） 

１トラ ク

 
 

 
 
 

○ オペレーター（４６％）、オーナー（５４％） 
  の階層構造 
○ オーナーの約７割が、船を１隻しか所有 鉄道

（ｇ-ＣＯ２    
 ／トンキロ） 

１３５

３９ 

２２

１

４ 内航海運 

トラック
（営業用） 

 
 
   しない、いわゆる「一杯船主」 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 

鉄道 ２２

一般貨物船  油送船  RORO船 自動車専用船 コンテナ船 １ 



 内航海運の産業構造 

○荷主、オペレーター、オーナーの階層構造となっている。○荷主、オ レ タ 、オ ナ の階層構造となっている。 
○全体の99.5％が中小企業。オーナーのうち、約７割が船を１隻しか所有しない、いわゆる 
 「一杯船主」が太宗を占め、脆弱な産業構造となっている。 

 荷主荷主
元請オペレーター上
位 社 全輸送量

   元請オペレーター 

位50社で全輸送量
の約8割 

２１３

二次・三次 オペレーター１３９７

２１３

次 三次 オ レ タ

約７割が
一杯船主 

１３９７

オーナー  

船を建造し船員を乗せオペレータに船
貸 渡 事 者

１８８４ 

を貸し渡しする事業者
（届出を含む全事業者は３，４９４事業者 
      但し、休止事業者４４６者を除く） 

２ 



 内航貨物輸送量の推移（全体） 

内航海運の輸送量は 過去20年のピーク時（トンベースで平成２年 トンキロベースで平成３年）に内航海運の輸送量は、過去20年のピーク時（トンベースで平成２年、トンキロベースで平成３年）に
比べ、トンベースで約34％、トンキロベースで約24％近くも減少しており、短距離を輸送していた貨
物が減少ないしは陸上輸送に転移したことがうかがえる。 

内航船舶輸送統計年報より作成 
３ 



 内航船隻数・船腹量の推移 

内航船の隻数に いては過去20年 貫して減少が続いている（39％減）が 隻当たりの大きさは大型化する傾向にあり 総ト内航船の隻数については過去20年一貫して減少が続いている（39％減）が、一隻当たりの大きさは大型化する傾向にあり、総ト
ン数はあまり減少していない（6％減）。特に、平成10年の船腹調整制度の廃止後において大型化の傾向が強まっている。 

（平均Ｇ／Ｔ）（隻数、千Ｇ／Ｔ）

9,342 9,221 9,195 9,101 
8,935 8,839 8,732 

8,446 
8,216 

7 925 563 602
614 618 600 

700 

9,000 

10,000 

（平均Ｇ／Ｔ） （隻数、千 ／ ）
隻数 

総トン数 

平均総トン数 

7,925

7,269 

7,085 7,018 
6,593 

6,364 6,254 6,117 6,056 5,956 
5 809396 405
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435 448 457 
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3,657 3,737 

3,955 3,841 3,724 3 585 3 512 3 607 3 586 3 566 3 465

396 405

300 

400 

4,000

5,000 

6,000 

3,657 3,585 3,512 3,607 3,586 3,566 3,465 

200 

2,000 
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Ｈ元 Ｈ２ Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

○国土交通省海事局内航課資料より作成 
○各年度末現在 ４ 

Ｈ元 Ｈ２ Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 

（ 年  度 ） 



 交通モード別貨物運賃料金等の推移 

内航海運については 平成2 5年と料金が上昇した局面はあったものの 平成9年以降大幅に運

昭和 年度を とする指数

内航海運については、平成2～5年と料金が上昇した局面はあったものの、平成9年以降大幅に運
賃水準が低下し、平成17年以降やや持ち直す傾向にはあるものの、他の輸送機関に比べ以前とし
て低い運賃水準にある。 

－昭和６０年度を１００とする指数－
130.0  

倉庫料金 

120.0  

トラック運賃 
港湾運送料金

110.0  
港湾運送料金

鉄道貨物運賃
100.0  

鉄道貨物運賃

国内航空貨物運賃

90.0  
国内航空貨物運賃

 内航貨物運賃 

日銀「企業向けサービス指数価格」から日本内航海運組合総連合会が作成 

80.0  
S60 61 62 63 H元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

５ 



 船齢構成の推移 

平成元年 8年前後までは 年間建造隻数が100隻を大幅に上回る水準で推移していたため その後老齢船の比率は4割台で平成元年～8年前後までは、年間建造隻数が100隻を大幅に上回る水準で推移していたため、その後老齢船の比率は4割台で
推移していたが、この時期に建造された船舶が老齢船となりつつあるため、近年は急速に老齢化率が上がっており、平成21年
度には72％まで上昇。 

100%
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100% 
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７年～１４年未満 
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○国土交通省海事局内航課資料より作成 
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１ 本事業は建造等納付金（Ａ）により解撤等交付金（Ｂ）を交付する業界内部の仕組み

 内航海運暫定措置事業 

１．本事業は建造等納付金（Ａ）により解撤等交付金（Ｂ）を交付する業界内部の仕組み。
２． （Ｂ）の支出が先行し、（Ａ）の収入とタイムラグが生じたため、金融機関等から融資（Ｃ）を受けて事業を実施。 
３．（Ａ）により返済（Ｄ）も行ってきているが、金融機関等からの多額の借入金が残っているところ。 

政 府 保 証 

民間金融機関 
融資 

鉄道建設・運
輸施設整備支

援機構 

商 工 中 金 
並びに 

民間金融機関  

要返済額： 
613億円(平成22年度
末) 

(Ｃ)融資 (Ｃ)融資 (Ｄ)返済 

預託金及び

(Ａ)納付金 

 
 
 
 (Ｂ)交付金 

預
未交付：約109億円  

保有船舶を解
撤等する者 

日本内航海運組合総連合会 
 船舶を建造

する者 

７ 



 グループ化の取組 

８ 



 内航貨物船のモデル船型開発 

○ 平成２１年、国が中心となって現存船の船型をベースとして改良を行い、省エネ性能に優れたモデル船型を開発。 
○ 成果を内航海運事業者に提供することで、設計・開発費の負担なく、省エネ性能に優れた船舶建造を行うことが可能に。 

モデル船型開発事業の概要

 内航船主・中⼩造船所等内航海運関係者は、省エネ性能に優れた船舶への代替建造に関⼼を 
有しているが、開発・導⼊時の⾼コストや技術開発⼒不⾜が阻害要因となり、 有しているが、開発 導⼊時の⾼コストや技術開発⼒不⾜が阻害要因となり、

 開発・導⼊に躊躇しているのが現状  

国が中⼼となって省エネ性能に優れたモデル船型を開発し、成果を幅広く内航海運事業者に提供 

• ４９９総トン型鋼材運搬船を対象（隻数ベース４９９総トン型鋼材運搬船を対象（隻数ベ ス
で内航船の約１６％を占める） 

• 90年代初頭の同型船に⽐べ、トンマイル・ベー
スで約18％のCO2排出削減を達成スで約18％のCO2排出削減を達成

• 「海の１０モード」の技術を⽤いて実海域での
性能も評価 
開発した成果は（独）鉄道建設 運輸施設整備• 開発した成果は（独）鉄道建設・運輸施設整備
⽀援機構の共有建造制度の活⽤等を通じて広く
提供中 ＜開発したモデル船型＞ ９ 



 スーパーエコシップについて 
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 荷主等と連携した新たな商品開発の例 

○荷主企業と物流事業者が協働で行うプロジェクトを支援する「グリーン物流パートナーシップ会議」を平成１７年４月に設立し、
荷主・物流事業者の協働・連携によるCO２排出量削減の実証的な取組みを支援。（NEDO技術開発機構による設備導入補助、
補助率１/３） 
○海運への支援実績：平成17年度～21年度で合計31件 

実施前：トラックによる陸上輸送 実施後：専用台船による海上輸送 

 
 事業例 

Japan Ecology Logistics （株）、宇部マテリアルズ（株）、（有）船元海運が連携し、水濡れ厳禁である粉状の生石灰の輸送にお
いて、気密性の高い特殊海上タンクコンテナの開発により、海上輸送へのモーダルシフトを実施。 

宇部マテリアルズ 美祢工場 
（山口県美祢市） 

宇部マテリアルズ 美祢工場 
（山口県美祢市） 

宇部港 

環境負荷大 専用台船による輸送 
（約１１１ｋｍ） 

トレーラ輸送 
（約３５ｋｍ） 

新日本製鐵 大分製鐵所 
（大分県大分市） 

ジェットパック車による輸送 
（約１９０ｋｍ） トレ ラ輸送

大分港

◎事業費 ： ６１．６百万円 
（国費 ： ３０ ８百万円）

補助対象設備補助対象設備  

（約１９０ｋｍ）

2008 Google 地図データより 
新日本製鐵 大分製鐵所 
（大分県大分市） 

トレーラ輸送
（約８ｋｍ） 

● 宇部港における荷役の様子 
専用台船への荷役の様子。上段が粉状生
石灰用の特殊タンクコンテナ 下段が塊状

大分港

2008 Google 地図データより 2008 Google 地図データより 

 （国費 ： ３０．８百万円）

◎ ＣＯ２排出削減量 ３４７㌧／年 
 （５１２㌧／年 → １６５㌧／年（実績）） 

◎ ＣＯ２排出削減率  ６７．４％ 

・特殊海上 
 タンクコンテナ 30台 
・コンテナ 
 固定金具 200個 

  

石灰用の特殊タンクコンテナ、下段が塊状
生石灰用の特殊バルクコンテナ。 
背後は専用台船に固定されているサイロコ
ンテナ。 
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 インドネシアの輸送需要 

(船舶の現状・問題点) 
・インドネシアの内航海運は、輸送量に比して船舶の不足・老朽化が問題。 

＊55％が船齢21年以上 35％が船齢25年以上  ＊55％が船齢21年以上、35％が船齢25年以上 

船齢, 2007 

  Total % 

      

貨物需要と船腹量予測 
 

 新 造 船  53 2% 

1  –  5 年  297 10% 

6  - 10 年  255 9% 

11 - 15年  268 9% 

16 - 20 年  441 15% 

21 - 25 年   563 20% 

出所：運輸省海上交通局出所：運輸省海上交通局(DGST)(DGST)データ（データ（20072007年）年）

25年以上  1004 35% 

合 計 2881 100% 

出所：運輸省海上交通局出所：運輸省海上交通局(DGST)(DGST)デ タ（デ タ（20072007年）年）
推計：過去推計：過去44年間の実績値より推計年間の実績値より推計        
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